
81

中国義務教育における都市・農村間格差に関する考察

周　 惟 宇

１．はじめに

　中国の教育は地域による格差が生じている。本

論文において，この格差を招いた要因に関して，

第１点として政府の教育政策の変遷に従ってその

過程を明らかにする。第２点は学校教育の制度的

問題である。建国当初，学校制度は国家の骨幹を

担う労働者・農民の教育の充実を目指して確立さ

れた。従来，労働者・農民のための幹部学校や，

各種補習学校，訓練班は公式的な学校制度の枠外

に置かれていたが，これらの成人教育機関を組織

化して，普通教育体系とつながるようにした。第

３点は教育の地域間格差に関して，省別，都市・

農村別に省別GDP，教育経費支出，教育の質と

して中等教育への進学率，を取り上げ，明らかに

する。

２．中国の初等教育における政策変遷過程

　１９４９年中華人民共和国成立当初の中国において

は人口６億人のおよそ８０％は非識字者であった。

農村における非識字者はさらに多く９５％に達した

と推計されている（中華人民共和国中央人民政

府，２００９a）。この低い識字率を上昇させることが

まず政府の政策課題となり，その第一歩として初

等教育を充実させる政策が立案された。すなわち

公教育が開始された。

　中華人民共和国における教育課題は労働者・農

民の識字率を上昇させることであり，１９４９年１２月

第一次全国教育工作会議において教育部により

「教育必須為国家建設服務，学校必須為工農開

門」（教育は国家建設に奉仕し，学校は労働者・

農民に対して門戸を開かねばならない）ことが確

認された（中華人民共和国中央人民政府，２００９

ｂ）。学校は労働者・農民に対して開放された

が，同時に政策課題として国家建設のためのエリ

ート養成をしなくてはならず，この二つ課題を同

時に展開させることは難しく，路線変更が繰り返

された。

　１９５１年に中華人民共和国政務院は「关于改革学

制的决定」（学制改革に関する決定）を公布した

（人民日報，１９５１）。学制改革に関する決定の第

一番目として農民に対する教育を徹底するという

方針が出され，農民および労働者を国家の担い手

として育てることが重視された。これまで正規の

学校教育で学ぶ機会を得ることができなかった労

　経済成長が著しい中国が，さらなる経済発展を継続するために教育分野において必要とされる
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働者・農民を対象として，彼らが文化・技術を学

ぶと共に，学歴を取得するための教育が重視され

た。こうして労働者や農民のための学校および成

人教育機関が設立された。新しい学制のもとで就

学年齢を過ぎてすでに就労している労働者に対し

ては労農速成中学校において教育を受けることが

可能になり，ここで受けた教育は正規の教育とみ

なされるようになった（園田，２０１０，４１頁）。労

農速成中学（勤労青年・成人のための中等教育機

関で，三－四年制をとる。生産の現場を離れて学

習することを目的としている）や労農業余学校

（中学校レベルと高校レベルのものがあり，どち

らも三－四年制を採っている場合が多く，多数の

労働者・農民が就学できる環境が整えられた。

　小学校数は１９５７年の５４７,３０６校から，１９５８年に

は７７６,７６９校と急増した（中華人民共和国統計

局）。この増加は農民の教育意欲向上を反映した

ものであった。小学校における学齢期児童に対す

る就学率の推移は図１に示すとおりであり，１９５７

年の６１.７％から，１９５８年の８０.３％へと急増した。

この時期は「大躍進」と呼ばれている時期に相当

する。

　短期間における教育政策の変更は教育全体の混

乱を招いた。たとえば教育機関の設立が企業や農

場に委ねられたため教育の質的保証がなされなか

図１　小学校の学齢期児童に対する就学率＊の推移（Net 
Enrolment Ratio of School-age Children），１９５２
年～２０２０年（出所）中華人民共和国統計局

　注＊：小学校は５年生と６年生が並立しているため，
学齢期に対する就学率とした。

った。しかしながら大衆教育は強化されるように

なり，教育を広く大衆が享受するという環境作り

には成功したと考えられる。

　１９６１年以降，教育の「大躍進」は一時的に中断

され，教育の質的向上や教育活動の強化が図られ

ることになった。図１に示した通りこの時期に，

小学校学齢児童の就学率は１９５８年８０.３％から１９６２

年には５６.１％に低下した。一方，１９６２年に教育部

は「关于有重点地弁好一批全日制中小学校的通

知」（重点的に全日制中小学校の創立に関する通

知）を公布し，小学校・中学校・高校の各レベル

で重点学校制度が導入され，制度に関する整備が

されることになった（王，２００７，１頁）。この

「重点校」政策は経済発展のため急務となったエ

リート養成を主眼とするものであり，当時不足し

ていた人材育成を中心に行われた。人材育成を早

急に進めるため政府は，重点学校の設立政策を開

始した。しかし重点校の圧倒的多数は都市に集中

していたため，都市・農村教育資源配置と教育の

質の格差が生まれて，教育の平等性が失われるこ

とになった。

　経済発展を遂げるために，１９８４年１０月２０日中国

共産党第十二届委員会において「关于経済体制改

革的决定」（経済体制改革に関する決定）が公布

された。この決定により市場経済化が推進される

こととなった（中華人民共和国中央人民政府，

２００８）。市場経済化においては教育体制の拡充が

必要とされた。経済体制の改革に伴って，１９８５年

の５月２７日中華人民共和国中央人民政府「关于教

育体制改革的决定」（教育体制改革に関する決定）

が公布された（宣講家网，２０１１）。これによって

小学校六年，中学校三年で合計九年の義務教育制

度が正式に導入され，１９８６年４月１２日全国人民代

表大会「中華人民共和国義務教育法」（中華人民

共和国義務教育法）により法律が確定された（中

華人民共和国中央人民政府，２００６a）。義務教育法

では，現実に即した方法がとられており，期間は
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限定的であるが地域により義務教育のレベルの高

低や実施速度の違い，学校運営形式の多様性，複

数の学制や年限の併存，義務教育の普及水準の差

が許容されている（周，２０１８，１０６頁）。

　経済改革のためにさらに教育改革が行われ，経

済建設のための人材育成が国家的プロジェクトと

なった。当時主席であった鄧小平は「我らの政策

は一部の人，一部分の地域が先に富むことによっ

て落後した地域を引っ張る，これは義務である」

（中国共産党新聞人民網，２０２１）と述べた。この

主張は「先富論」と呼ばれている。この改革は義

務教育普及における地域差と先富論によって都市

・農村教育の格差を助長させる結果を招いた。

　２００２年，教育部は「義務教育レベルにおける学

校間格差のない発展の積極的推進」を明確に打ち

出し，学区制度が導入され，居住地により通学で

きる学校が規定された（周，２０１８，１２６頁）。これ

により学校区間における教育格差が是正された。

　２００６年３月１４日第十回全国人民代表大会「国民

経済和社会発展第十一个五年規划綱要」（国民経

済社会発展第１１次五カ年計画に関する綱要）が公

布され，第２８章において政府の義務教育に対する

保障責任を強化し，義務教育の普及と強化に努め

ること，職業教育の発展を強化し，高等教育の質

を向上させること，教育経費の拡大し，教育体制

改革の強化することが定められた（中華人民共和

国国家発展和改革委員会，２００６）。こうして，都

市農村間の義務教育における格差是正が進められ

るようになった。格差なき発展が推進され，学校

間格差を縮小し教育の公平を強力に推進するた

め，さらなる努力がなされた。

　２０１６年３月１６日に十二回全国人民代表大会に

「中華人民共和国国民経済和社会発展第十三个五

年規划綱要」（国民経済社会発展第１３次五カ年計

画に関する綱要）が提示され（中華人民共和国中

央人民政府，２０１６a），同年７月１１日，国務院も

「国務院关于統籌推進県域内城郷義務教育一体化

改革発展的若干意見」（県における都市農村義務

教育の一体化改革に関する若干意見）を公布し

た。都市農村ともに義務教育を充実させることは

都市農村間教育格差を縮小させ，教育の質的不公

平是正にとって重要な意味があると考えられる。

しかしながら高校進学率には依然として格差があ

る（中華人民共和国中央人民政府，２０１６ｂ）。

２０１９年の教育統計データによれば都市部では約

５２０万人の中学生が卒業し，４０７万人が高校に入学

しており，高校進学率は７８％である。しかしなが

ら，農村部においては，２０１万人の中学の卒業生

に対して，高校入学者は３１万人未満であり，高校

進学率は１６％に過ぎない。（中国教育統計年鑑，

２０１９）この格差は義務教育における教育の質的不

公平を反映している。

３．義務教育における制度の変遷

　中国における学校制度の確立は第１章において

既述したように１９５０年に公布された「学制改革に

関する決定」の公布によって開始された。学校制

度は国家の骨幹を担う労働者・農民の教育の充実

を目指して確立された。従来，労働者・農民のた

めの幹部学校や，各種補習学校，訓練班は公式的

な学校制度の枠外に置かれていたが，これらの成

人教育機関を組織化して，普通教育体系とつなが

るようにした。その結果，新しい学制のもとで労

農速成教育や余暇教育が正規の教育と見なされる

ようになった（園田，２０１０，４１頁）。

　教育制度は２つの系統によって構成されてい

る。学齢期にある児童，生徒の教育制度は左側－

初等教育から大学教育に至るまでの系統－に示さ

れている。小学校は高級と初級の２段階に分かれ

て，７歳入学の５年一貫制となって，初級中学３

年，高級中学３年で，５－３－３制で１１年の就学

期間となっている。右側は工人（工場労働者），

農民（農業労働者）の教育制度に関するもので，



図２　学校系統図（１９５０年～１９５８年）
出所：林陶２００２年，中華人民共和国における体育教員養
成に関する歴史的研究，１３頁

図３　中国における小学校数の推移
出所：中国国家統計局，『中国統計年鑑』各年版
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これまで教育機関において十分な教育を受ける機

会に恵まれなかった労働者を対象としたものであ

った。工農速成中学設置は１９４９年１２月から１９５１年

２月に計画準備が行われた後，１９５０年１月に北京

における第一所工農速成中学が設置された。同年

の１０月の全国工作教育会議において「工農速成中

学暫行実施方案」が認められ，次年度の２月によ

り「工農速成中学暫行実施方法」が公布された。

これにより国家発展のための人材の育成，識字率

の上昇が推進された（王，２０１２，１４頁）。

　工農速成学校の募集対象は，１８歳～３５歳におい

て，健康的な体を持つ者，高級小学卒業に相当

し，３年以上革命経験を持ち，工人幹部，農民幹

部，３年以上職場経験を持ち産業工人であった。

しかしながら，すべての対象者が高級小学卒業相

当では満足できず，さらに勉学を続けることを希

望していた。労働模範，全国人民代表大会の代表

者，戦争の英雄，功労者も工農速成中学に通学し

ていたので，募集対象の修正が行われた。したが

って，革命と産業労働に一定経験を持つ，工人幹

部と農民幹部及び工人が教育対象となった。これ

らの対象者に対して，中等レベルに相当する教育

を行い，さらに高等教育も受けることができるよ

うにすることによって，高級人材の育成が図られ

た。高等教育進学を希望しない対象者に対して

は，就業の機会が国から提供されるようになった

（張，２００９，２９頁）。また，知識学習速成という

制度下においては，高等教育を受ける水準にまで

引き上げることが困難であり，予期した効果を得

ることができなかった。しかしながら経済活動の

中心的役割を担っている幹部たちが長期的に仕事

から離れて，学校に通うことは現実的には困難で

あったため，１９５５年７月「工農速成中学校学員募

集の停止に関する知らせ」が公布された。当時速

成学校４年制の在学生は，１９５８年には全員卒業し

た。工農速成中学校は１９５０年から１９５８年まで９年

間に開設され，その役割を終了した（王，２０１２，

１９，２０頁）。

　１９５８年に発布された「教育工作に関する指示」

は，長くても５年以内に全国で非識字者をなく

し，初等教育の普及を進めることを意図してい

た。図３，図４に示すように，小中学校数は急激

に増加し，学校数と学生数も急増した。１９６２年に

は「重点的に全日制小中学校の創立に関する通

知」と１９６４年には「二つの教育制度，二つの労働

制度」が公布され，全日制学校，特に重点校はほ

ぼ都市に設置されていた。

　こうした動きと並行して，中国に適した社会主

義を探索するためとして，小中学校においては学

制，教育方法や教育方式に関する，全国的で大規

模な改革実験が行われた。例えば学制について



図４　中国における初級中学校の推移
出所：中国国家統計局，『中国統計年鑑』各年版
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は，主なものだけでも小学５年一貫制，中小学７

年，９年，１１年，中学４－２制，３－２制，２－

２制，４年制などがあり，全国的に様々な実験が

展開された（楠山，２０１０，５２頁）。

　１９８５年における「教育体制改革に関する決定」

及び１９８６年の「中華人民共和国義務教育法」によ

って現在の教育制度が確立した。現在の教育制度

は図５に示すとおりである。

　現在の中国においては就学前教育（幼児園）に

よる早期教育の必要性が高まっている。普通学制

は，小学校，初級中学校（日本の中学校に相当）

までの９年間の教育は義務教育であり，高級中学

校（日本の高校に相当）から大学へと続いてお

り，基本的に６－３－３－４制となっている。し

かしながら，一部地域においては１９５０年に交付さ

図５　学校系統図（現行）
出所：諸外国の教育統計，平成３１（２０１９）年版，文部科
学省

れた学校制度が残っており，義務教育が５－４制

となっている地域もみられる。例えば２００６年に上

海では「上海市中小学学籍管理弁法」（上海市中

小学校学籍の管理方法）の第４条により，９年義

務教育として，小学校は５年，中学４年と定めら

れている（上海市教育委員会文件，２００６）。中国

では，日本の中学校に相当する期間を「初期中

学」，日本の高等学校に相当する期間を「高級中

学」としており，両方を合わせて「中学」と呼

ぶ。したがって，中国語で「何々中学」といった

場合，日本の「中学校」と「高等学校」の両方を

指していることに留意する必要がある。現在は小

学と初級中学を併設した９年一貫制も一部で見ら

れて，カリキュラムも９年間の一貫性を重視して

組まれている。（楠山，２０１０，５５頁）。就学前教育

（１～２年）初等教育の小学校（５～６年），中

等教育初級中学（３～４年）を卒業後，後期中等

教育期間としては，普通教育の高級中学（３年）

と中等専門学校（４年），技術労働者学校（３

年），職業中学（２～３年）などがある。高等教

育では，本科という大学（４～５年）と研究生と

いう大学院（２～３年），大専という専科学校

（２～３年），職業技術学院とがある。

４．義務教育における地域間格差

　改革開放・市場経済導入以降，中国における経

済発展は目覚ましく，これに伴い教育水準も徐々

に上昇している。１９９０年以降の義務教育就学率の

推移について，初等教育と中等教育に分けて示す

と図６の通りである。１９９０年代において小学校の

就学率は１００％を超えており，小学校における義

務教育はすべての児童に普及している。小学校に

おける１９９０年代から既に１００％以上の就学率を達

している。しかしながら，中学校における就学率

が１００％に達したのは２０１０年であり，１９８５年に中

学校における義務教育化が進められて以降２５年を
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経過している。

　就学率の上昇には経済発展の進行が関わってい

る。図７は１９９０年から２０１９年に至る小学校，中学

校の就学率と１人当たりGDPの関係を見たもの

である。２変数間の回帰式は以下のとおりであ

る。

小学校就学率：

　y＝－６E－０５x＋１０７.２　　（R２＝０.４６６１）

中学校就学率：

　y＝０.０００４x＋８１.５３１　　　（R２＝０.６３４３）

（ｘ：１人当たりGDP）

　小学校就学率と１人当たりGDPには負の相関

関係がみられる。当初，経済成長が教育水準の上

昇にプラスの効果を持つと想定したが，逆の関係

がみられた。この要因として小学校における就学

率は１９９０年時点で既に１１１％に達していたことが

考えられる。この時期成人で小学校教育を受けて

いない人に対しても，教育の機会が与えられてお

り，就学人口（６～１２歳）以外の年齢階級の就学

図６　小学校および初級中学校の就学率の推移，１９９０～
２０１９年

　注：小学校就学率＝小学校児童数／６～１２歳人口＊
１００
　　初級中学校就学率＝初級中学校生徒数／１２～１４歳人
口＊１００
　　就学率が１００％を超えているのは，就学年齢以外の
児童・生徒も在学しているため。
資料出所：国家統計局『中国統計年鑑』１９９０年版，２０１０
年版，２０２０年版

者がカウントされていた。その後，成人未就学者

が小学校教育を終了するにつれて，就学率は１００

％に低下していった。このため，就学率は低下し，

１人当たりGDPの係数は負となった。一方，中

学校就学率と１人当たりGDPの関係は想定通り

正の相関関係がみられる。中学校は１９９０年の就学

率は６６.７％であったが２０１０年に１００％に達してお

り，１人当たりGDPの上昇とともに就学率は上

昇しており，決定係数R２値も高く０.６３４３にある。

　中学校の就学率は高いが，義務教育後の初級中

学校から高校（高級中学）への進学率は高いとは

言えない。図８は１９９０年から２０１９年まで長期の系

列がとれる中国の高校進学率をみると，２０００年以

前は約２０％強の進学率が継続していたが，その後

著しく上昇し，２００４年に３９.６８％を達している。

この理由としては教育改革の深化と素質教育の全

面的推進政策による効果が考えられる。それ以

降，緩慢な上昇を続け，２０１９年には５７.７４％とな

っている。一方，小学校から中学への進学率にお

いては１９９０年から１９９６年までに急速に上昇し

９１.０３％の進学率が達成されている。中学進学率

に関しては素質教育の提起および教育政策転換の

図７　１人当たりGDPと小学校，初級中学就学率の関
係１９９０～２０１９年

資料出所：国家統計局『中国統計年鑑』１９９０年版，２０１０
年版，２０２０年版
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政策の影響が少なく，その上昇率は緩慢ではある

が，２０１９年まで９９.４４％となっている。

　中国における教育水準に関しては地域格差があ

り，その要因として，経済発展の地域間格差が，

財政収入を通じて教育財政の格差を拡大し，教育

発展の地域間格差を生み出すことが指摘されてい

る（南・牧野・羅，２００８，１３８頁）。経済発展の地

域格差は，財政収入を通じて教育財政の格差を拡

大し，また個人の教育費の格差を通じて教育発展

の地域感格差を産み出す。そして中国の教育にお

ける格差は，都市・農村間格差，沿海地域と内陸

地域間格差，行政地域における経済格差，とくに

北京や上海など豊かな地域と経済的に貧困な地域

の格差などが存在している。

　図８は１９９５年，２００５年，２０１５年の各時点におけ

る行政地域別にみた初級中学進学率を示したもの

である。行政地域に関しては主に統計を継続して

入手できる２６行政地域を対象としている。図で明

らかなように１９９５年から２０１５年にかけて地域格差

は縮小傾向を示している。３時点における地域格

差を変動係数（変動係数：変動係数＝標準偏差／

平均値）によりみてみると，１９９５年の変動係数は

０.０８０２３，２００５年の変動係数は０.０２０６２，２０１５年の

変動係数は０.０４２０３となっている。１９９５年から

２００５年の１０年間では，進学率は８９％から１０１％ま

で上昇した。しかも地域間格差が少しだけ改善さ

れている。しかしながら２００５年から２０１５年の１０年

間は，地域間格差が拡大している。経済水準の高

低は進学率を左右すると考えられるので，

経済水準の高い地域では進学率も高くな

る。経済水準の影響は高級中学進学率によ

り強く表れている。１９９５年においては，地

域経済水準による進学率の差は明確にみら

れる。しかしながら，２００５年と２０１５年は全

く異なっている。上海，北京，天津，浙

江，江蘇など経済水準の高い地域における

進学率は低下している。特に２０１５年におい

て，初級中学へ進学率最小値は上海の８３.５９％で

ある。この要因として小学校から初級中学校への

進学政策があげることができる。その政策は「異

地中考」（例えば戸籍は湖南省の出身で北京や上

海など他地域で全国高校入学試験を参加する事）

政策である。中国における多くの地域では高校へ

の進学は当該地域に戸籍を持たない志願者に対す

る入学を認めているが，同時に一定の条件をつけ

ている。多くの地域では学生の学籍や保護者職業

審査と滞在証明が要求されている。この要請は地

域によって条件が異なっている。例えば，北京，

上海，天津では当該地域に戸籍のない希望者に対

しては，中等職業教育などの専門教育のみ進学が

可能となっている。この中で，上海は２０１４年か

ら，保護者が上海の人員管理制度の基本条件に達

していないと子どもたちは全国高校入学試験に参

加できず専門学校への入学しかできない状況とな

っている（刘，２０１７，２４頁）。このように大学ま

での進学希望者は北京，上海，天津のような直轄

市においては中学校を卒業しても，直轄市の中考

（全国高校入学試験）試験の参加ができないの

で，他地域や各自の故郷の学校で中考試験を受験

しなくてはならない。しかしながら，他地域にお

いても中考試験受験には条件がつけられている。

地域によって１年や３年，または９年の学籍がな

いと中考試験受験ができないという条件がつけら

れている（刘，２０１７，２３頁）。このような状況下

において，上海で小学校を卒業した他地域出身者

図８　各行政地域１９９５年，２００５年，２０１５年の初級中学進学率＊

（小学から初級中学への進学率）
　＊進学率＝初級中学校入学生／小学校卒業生＊１００
資料出所：中国教育統計年鑑１９９５年，２００５年，２０１５年
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に対して，上海において初級中学校に入学したと

しても，高級中学には入学できないというリスク

があるので，その結果，上海における中学進学率

が低くなっていると思われる。

　図９は各行政地域１９９５年，２００５年，２０１５年の高

校進学率である。各行政地域において１９９５年は青

海省３９.９９％，２００５年は上海市６５.１１％，２０１５年は

陝西省６９.６４％が最大値を示している。これに対

して１９９５年の河南省１５.２１％，２００５年と２０１５年の

雲南省３０.８９％，４７.５６％が各時点における最小値

を示している。最大値と最小値を比較すると時 

間の経過に伴い，格差が拡大している。しかし 

ながら各年の変動係数は１９９５年０.２３２６３，２００５年

０.１８３３３，２０１５年０.０９６４３であり，変動係数は低下

している。１９９５年から２００５年までの１０年間は全国

の進学率が急増しており，約２０％ポイント上昇し

た。しかし，地域間格差は若干縮小している。こ

れに対して，２００５年から２０１５年までの１０年間にお

ける全国の進学率は１４.５２％ポイント上昇した。

１９９５年から２００５年までに上昇する幅は少し縮小し

ており，地域間格差は改善できるようになった。

１９９５年から２００５年までは全国の進学率の上昇とい

う傾向があり，２００５年から２０１５年までは全国地域

間格差の縮小という傾向が見られる。１９９５年から

２０１５年まで初級中学校から高級中学へ進学率の上

昇と共に地域間の格差も縮小している。

　１人当たりGDPおよび１人当たり教育事業支

出が高ければ，初級中学校と高級中学校の進学率

が高くなる。各行政地域別データを利用し，２０１５

年における進学率との関係をみると，図１０と図１１

のように示される。１人当たりGDP，教育経費

支出と各行政地域進学率の関係式は以下のとおり

である。

　小学校から初級中学校への進学率と教育事業支

出：

　y＝－０.０００７x＋１０４.９（R２＝０.６１４５）

　初級中学校から高級中学校への進学率と教育事

業支出：

　y＝０.０００２x＋５３.９５２（R２＝０.０９９８）

　小学校から初級中学校への進学率と１人当たり

GDP：

　y＝－０.０００１x＋１０３.０４（R２＝０.４１７３）

　初級中学校から高級中学校への進学率と１人当

たりGDP：

　y＝４E－０５x＋５５.２０３（R２＝０.０３２７）

　進学率と１人当たりGDPの関係については，

小学校のR２値は高く，負の相関関係が見られる。

１人当たりGDPが高ければ，進学率が低くなっ

ている。相関関係は高いが，負の相関関係がみら

れ，仮説と逆の結果となっている。これに関して

はすでに記述した通り，経済水準が高い行政地域

においては戸籍の問題が影響を与えており，中学

校を卒業しても，直轄市の中考試験の参加ができ

ないので，他地域や自分故郷の学校で中考

試験を受験しなくてはならないため，進学

率は低くなっている。中学校においては，

R２の値は低く，わずかに正の相関がみら

れる。１人当たりGDPが大きければ，進

学率が高くなっている。

　省内地域は都市，県・鎮部，農村部の３

つに分けられている，都市部と農村部にお

ける教育の地域格差を生じさせている原因

について考察する。図１２は１９９０年以降中国

図９　各行政地域１９９５年，２００５年，２０１５年の高校進学率＊

（初級中学から高校への進学率）
　＊進学率＝高級中学校入学生／初級中学校卒業生＊１００
資料出所：中国教育統計年鑑１９９５年，２００５年，２０１５年
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における都市・農村間の初級中学校及び高級中学

校への進学率の推移を示している。それをみる

と，義務教育段階の初級中学校への進学率に関し

て，都市部では１００％以上の水準が維持されてい

る。それに対して農村部の進学率は１９９０～２０００年

の１０年間は上昇し，６３.６％から８０.７５％に達してい

るが，２０００年代から低下し，近年は５０％前後の水

準に低迷している。都市・農村初級中学校進学率

の差は１９９９年の最小値２３.７８％であり，２０１３年の

最大値５９.４６％であった。一方，高級進学率に関

して，都市・農村の格差はさらに拡大している。

農村部高級中学校進学率は１９９０年の８.６％から

２０１９年１５.２％まで，若干伸びていたが，伸び率は

高くない。都市部の高級中学校進学率において

は，１９９８年から急増し２００７年に約９２％で頂点に達

している。それ以降徐々に低下することになり，

８０％前後の進学率を維持している。都市・農村高

級中学校進学率の差は１９９３年の最小値３０.９％であ

り，２００７年の最大値８３.６％であった。

５．まとめと今後の展望

　国家発展のために都市農村の教育における格差

は発展の初期においては許容されており，この格

差が生じたことには必然性があったと考えられ

る。しかしながら，格差が是認されていたことに

より，都市・農村間の教育格差が拡大し，農村の

子供が受けた教育の水準と質は都市部より低下し

ている。農村部出身で高等教育を受けた人は大学

卒業した後に，農村に帰らず都市で就職すること

が多く見られる。農村において学歴を活かした就

図１２　１９９０年～２０１９年，都市農村別に初級中学と高級中
学進学率推移

資料出所：中国教育統計年鑑１９９０～２０１９の各年

図１０　各行政地域一人当たりGDPと進学率の関係，
２０１５年

資料出所：中国教育統計年鑑２０１５年，中国統計年鑑２０１６
年

図１１　各地域学生一人当たり公共財予算教育事業支出と
進学率の関係２０１５年

資料出所：中国教育統計年鑑２０１５年，中華人民共和国教
育部
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業機会がないため，都市部での就労を選択してい

ると考えられる。これのため，都市・農村の格差

はさらに拡大している。しかし，２０１５年「国務院

弁公庁关于支持農民工等人員返郷創業的意見」（国

務院は農民など人員は郷に帰ることを支持する意

見）（中華人民共和国中央人民政府，２０１５a）及び

２０２０年の「重点支持高校卒業生，返郷農民工創業

就業」（高等学校卒業生は郷に帰り起業や就職す

ることの重点的支持）によって大学生は農村に帰

って就職し，都市・農村の格差は少し改善するよ

うになった（中華人民共和国中央人民政府，

２０２０）。これにより都市農村間格差はさらに改善

できると考えられる。

　経済に関しては都市・農村の経済発展が不均衡

である。農村における経済振興は急務であり，例

えば，第三産業―例えば飲食，観光分野における

経済振興を図ることにより，農民の収入上昇も期

待される農業関連活動に対して，政府は補助金を

支給することにより，農民の収入水準を上昇させ

られる。農村における雇用機会の拡大が農村にお

ける人材活用につながり，農村における学歴の有

用性も高まると思われる。これにより，都市・農

村の教育格差を縮小し，教育の公平を促進するこ

とができると考えられる。
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